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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第22期

中間連結会計期間
第23期

中間連結会計期間
第22期

会計期間
自2024年 7月 1日
至2024年12月31日

自2025年 7月 1日
至2025年12月31日

自2024年 7月 1日
至2025年 6月30日

売上高 （千円） 5,851,194 5,867,203 11,772,254

経常利益 （千円） 1,031,956 425,580 1,625,850

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する中間純損失（△）

（千円） 691,259 △270,575 1,063,952

中間包括利益又は包括利益 （千円） 697,124 △275,660 1,068,718

純資産額 （千円） 6,094,114 5,315,573 5,765,728

総資産額 （千円） 7,863,002 7,846,918 7,518,783

１株当たり中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）
（円） 32.28 △12.95 49.81

潜在株式調整後1株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 77.5 67.7 76.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 783,462 61,926 1,350,975

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △153,637 △743,446 △439,890

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △170,631 332,774 △870,740

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 3,814,388 3,229,074 3,395,540

（注）1. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

2. 「潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、プロフェッショナルサービス事業、プロダクト事業を主たる業務

としております。当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

（プロダクト事業）

前連結会計年度末において非連結子会社であった株式会社BrainPad AAAは重要性が増したため、当中間連結会計

期間の期首より新たに連結子会社といたしました。また、2025年10月1日付にて株式会社アクティブコアの全株式

を取得し、連結子会社といたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態および経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、昨年の春闘から続く所得の増加傾向や最低賃金の引き上げにより個

人消費を取り巻く環境は上向きの状態にあり、インバウンド需要の増加が続いていることにも起因して、緩やかな

持ち直しが続いております。国内のICTサービス市場は、企業の好業績や人手不足感を背景とする設備投資意欲の高

まりを受け、DXや生成AI活用を目的とする需要の活発化と、大企業における大型のIT投資が徐々に実装段階に移っ

ていく流れの中で、底堅い成長が続いております。

 

このような中、当社グループは、2023年7月1日に経営方針および経営体制を大きく転換し、新・中期経営計画

（2024年6月期～2026年6月期）に基づく事業運営を開始いたしました。当社グループは、この3か年を「構造改革

期」と位置づけ、計画1年目となる2024年6月期においては、最重要課題として設定した利益率の回復を想定よりも

早く進捗させることができました。次に、計画2年目となる前連結会計年度（2025年6月期）においては、最重要課

題を事業規模の拡大および売上成長へと切り替え、10％超の売上成長と利益率維持の両立を実現することができま

した。この順調な進捗状況をふまえ、最終年度となる当連結会計年度においては、M&Aを含む大胆な投資による売上

成長の加速を伴う構造改革の完遂を目指しております。

 

当連結会計年度は、今後の売上拡大を見据えて中途採用活動のみならず業務委託パートナーの確保にも費用を投

下し、人的リソースの増強に取り組む方針をとっております。当中間連結会計期間における売上成長率は、プロダ

クト事業が期初計画を超えて好調に推移する一方で、前連結会計年度の第4四半期に生じたプロフェッショナルサー

ビス事業における新規受注の遅れによる影響が完全には解消されず、前年同期と同水準にて推移いたしました。

利益面は、先行投資フェーズにある株式会社BrainPad AAA（AIエージェント事業に特化した連結子会社）、株式

会社アクティブコア（マーケティング領域におけるBPaaS事業に特化した連結子会社）が新たに連結対象となった一

方で、売上高が前年同期並みに留まったことから、前年同期との比較では、利益額・利益率ともに低下いたしまし

た。なお、第1四半期の利益減少要因となっていた業務委託費については、第2四半期以降は売上見通に対して適正

化を進めたことで売上総利益率は改善傾向にあり、当中間連結会計期間の営業利益、経常利益は、期初計画の想定

の範囲に収まっております。

一方、富士通株式会社による当社株式に対する公開買付けが行われたことに伴い、当期において発生するアドバ

イザリー費用、弁護士費用その他の諸費用716百万円を、当中間連結会計期間において、公開買付関連費用として特

別損失に計上いたしました。これにより、親会社株主に帰属する当期純利益は、期初計画を大きく下回ることとな

りました。

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高5,867,203千円（前年同期比0.3％増）、営業利益425,672千円

（前年同期比56.8％減）、経常利益425,580千円（前年同期比58.8％減）、親会社株主に帰属する中間純損失

270,575千円（前年同期比139.1％減）となりました。

 

当中間連結会計期間における報告セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

（プロフェッショナルサービス事業）

プロフェッショナルサービス事業は、データ分析、システム開発を含むコンサルティング、人的支援を通じて、

顧客企業のデータ活用支援を行う事業であります。

当連結会計年度において、当事業は、売上成長率を17-18％程度にまで引き上げることを目標とし、その目標に到

達するために、AIを活用した社内の生産性改革と、内製化支援モデルの洗練と高度化を重点課題として運営してお

ります。

当中間連結会計期間の売上面は、前連結会計年度の第4四半期に生じた新規受注の遅れによる影響が完全には解消

されず、前年同期をわずかに下回る結果となりました。

利益面は、第1四半期において業務委託パートナーを増強したことが利益の減少要因となり、その後の第2四半期

においては業務委託費の適正化による売上総利益率の改善が進んでいるものの、当中間連結会計期間で見るとセグ

メント利益額・利益率は、前年同期を下回る結果となりました。

この結果、売上高は4,001,581千円（前年同期比4.0％減）、セグメント利益は1,572,101千円（前年同期比15.5％

減）となりました。

 

（プロダクト事業）
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プロダクト事業は、自社製および他社製プロダクトの提供を通じて、顧客企業のデータ活用支援を行う事業であ

ります。

当連結会計年度において、当事業の売上成長率は5％程度と計画しており、新プロダクトやAIエージェント事業の

早期収益化に取り組むことで、翌連結会計年度以降の売上拡大につなげていくことを重点課題として運営しており

ます。

当中間連結会計期間の売上面は、連結子会社である株式会社TimeTechnologiesが開発・提供するプロダクト

「Ligla（リグラ）」の高い成長率が牽引し、前年同期を大きく上回って推移いたしました。

利益面においては、業務委託パートナーの増強による業務委託費の増加に加え、先行投資フェーズにある株式会

社BrainPad AAA、株式会社アクティブコアが連結対象となったことを主因として、セグメント利益額およびセグメ

ント利益率は、前年同期を下回る結果となりました。

この結果、売上高は1,870,421千円（前年同期比11.1％増）、セグメント利益は259,665千円（前年同期比47.5％

減）となりました。
 

②財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末の流動資産の残高は、5,182,309千円となり、前連結会計年度末に比べ69,233千円減少いた

しました。これは主に現金及び預金の減少166,465千円があったことによるものであります。

また、固定資産の残高は、2,664,608千円となり、前連結会計年度末に比べ397,367千円増加いたしました。これ

は、有形固定資産が49,014千円減少した一方で、主として投資その他の資産が210,691千円、のれんが232,872千

円、ソフトウエアが37,339千円増加したことによるものであります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べ328,134千円増加し、7,846,918千円となりました。

 

（負債）

当中間連結会計期間末の流動負債の残高は、1,887,227千円となり、前連結会計年度末に比べ330,554千円増加い

たしました。これは主に買掛金の増加41,492千円および未払金の増加477,106千円があったことによるものでありま

す。

また、固定負債の残高は、644,117千円となり、前連結会計年度末に比べ447,735千円増加いたしました。これは

主に長期借入金の471,213千円発生があったことによるものであります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べ778,289千円増加し、2,531,344千円となりました。

 

（純資産）

当中間連結会計期間末の純資産合計は、5,315,573千円となり、前連結会計年度末に比べ450,154千円減少いたし

ました。これは主に自己株式の処分による増加25,650千円があった一方で、利益剰余金が473,636千円減少したこと

によるものであります。

この結果、自己資本比率は67.7％となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、3,229,074千円となり、

前連結会計年度末に比べ166,465千円減少いたしました。

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、61,926千円（前年同期比92.1％減）となりました。これは主に公開買付関連費

用716,719千円、減価償却費120,214千円およびのれん償却額76,591千円の計上があった一方で、税金等調整前中間

純損失316,639千円の計上、法人税等の支払額324,635千円および公開買付関連費用の支払額199,399千円があったこ

とによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、743,446千円（前年同期比383.9％増）となりました。これは主に連結の範囲の

変更を伴う子会社株式の取得による支出317,558千円、投資有価証券の取得による支出186,153千円および差入保証

金の差入による支出166,098千円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、332,774千円（前年同中間期は170,631千円の使用）となりました。これは主に

長期借入れによる収入520,000千円があった一方で、配当金の支払額167,130千円があったことによるものでありま

す。

 

（３）会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定の記載について、重要な変更はありません。

 

（４）優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上および財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

（５）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、8,909千円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,000,000

計 42,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2025年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2026年2月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,300,596 22,300,596
東京証券取引所

（プライム市場）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社の標

準となる株式であり

ます。

また、1単元の株式

数は、100株であり

ます。

計 22,300,596 22,300,596 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

2025年 7月 1日～

2025年12月31日
－ 22,300,596 － 597,809 － 574,509
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（５）【大株主の状況】

  2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中4－1－1 18,044,811 86.3

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）

東京都港区赤坂1－8－1　赤坂インター
シティAIR

706,600 3.4

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海1－8－12 267,500 1.3

JP　MORGAN　CHASE　BANK（常任代

理人　株式会社みずほ銀行）

25　BANK　STREET,CANARY　

WHARF,LONDON,E14　5JP,UNITED　

KINGDOM（東京都港区港南2－15－1　品

川インターシティA棟）

221,823 1.1

STATE　STREET　BANK　AND　

TRUST　COMPANY（常任代理人　株式

会社みずほ銀行）

ONE　CONGRESS　STREET,SUITE　

1,BOSTON,MASSACHUSETTS（東京都港区港

南2－15－1　品川インターシティA棟）

167,940 0.8

里見　治 東京都板橋区 150,000 0.7

BNY　GCM　CLIENT　ACCOUNT　

JPRD　AC　ISG（FE-AC）（常任代理

人　株式会社三菱UFJ銀行）

PETERBOROUGH　COURT　133　FLEET　

STREET　LONDON　EC4A　2BB　UNITED　

KINGDOM（東京都千代田区丸の内1－4－

5）

101,887 0.5

野村證券株式会社（常任代理人　株

式会社三井住友銀行）

東京都中央区日本橋1－13－1（東京都千

代田区丸の内1－1－2）
94,232 0.5

JP　MORGAN　CHASE　BANK（常任代

理人　株式会社みずほ銀行）

25　BANK　STREET,CANARY　

WHARF,LONDON,E14　5JP,UNITED　

KINGDOM（東京都港区港南2－15－1　品

川インターシティA棟）

91,564 0.4

THE　BANK　OF　NEW　YORK　MELLON

（常任代理人　株式会社みずほ銀

行）

240　GREENWICH　STREET,NEW　

YORK,NY　10286,U.S.A.（東京都港区港

南2－15－1　品川インターシティA棟）

75,997 0.4

計 － 19,922,354 95.4

（注）上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　　706,600株

株式会社日本カストディ銀行（信託口）　　　　　　　267,500株
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,391,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,888,200 208,882

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であります。

単元未満株式 普通株式 20,796 － －

発行済株式総数  22,300,596 － －

総株主の議決権  － 208,882 －

（注）1. 「完全議決権株式（自己株式等）」は、すべて当社保有の自己株式であります。

2. 「単元未満株式」には、当社保有の自己株式15株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2025年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社ブレインパッド 東京都港区六本木3-1-1 1,391,600 － 1,391,600 6.24

計 － 1,391,600 － 1,391,600 6.24
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２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1編

及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年7月1日から2025年12月31日

まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年 6月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,395,540 3,229,074

売掛金 1,316,528 1,382,984

電子記録債権 40,810 22,220

仕掛品 16,657 30,199

前払費用 459,515 506,354

その他 22,491 11,476

流動資産合計 5,251,542 5,182,309

固定資産   

有形固定資産 406,197 357,182

無形固定資産   

ソフトウエア 137,236 174,575

のれん 294,924 527,796

その他 171,470 136,949

無形固定資産合計 603,631 839,322

投資その他の資産 1,257,411 1,468,103

固定資産合計 2,267,241 2,664,608

資産合計 7,518,783 7,846,918
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年 6月30日)

当中間連結会計期間
(2025年12月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 131,790 173,282

１年内返済予定の長期借入金 － 80,364

未払金 279,123 756,230

未払費用 152,181 190,842

未払法人税等 365,108 101,125

契約負債 243,135 282,134

賞与引当金 161,681 190,769

役員賞与引当金 9,992 24,723

受注損失引当金 6,130 －

その他 207,529 87,753

流動負債合計 1,556,672 1,887,227

固定負債   

長期借入金 － 471,213

資産除去債務 148,558 148,706

その他 47,823 24,197

固定負債合計 196,382 644,117

負債合計 1,753,054 2,531,344

純資産の部   

株主資本   

資本金 597,809 597,809

資本剰余金 574,509 577,425

利益剰余金 6,362,645 5,889,008

自己株式 △1,776,699 △1,751,048

株主資本合計 5,758,265 5,313,195

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7,462 2,378

その他の包括利益累計額合計 7,462 2,378

純資産合計 5,765,728 5,315,573

負債純資産合計 7,518,783 7,846,918
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年 7月 1日
　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年 7月 1日
　至　2025年12月31日)

売上高 5,851,194 5,867,203

売上原価 3,005,841 3,240,968

売上総利益 2,845,353 2,626,234

販売費及び一般管理費 ※１ 1,860,407 ※１ 2,200,562

営業利益 984,946 425,672

営業外収益   

受取利息及び配当金 197 2,478

受取販売奨励金 5,145 4,899

補助金収入 28,181 －

持分法による投資利益 14,020 1,920

その他 6,940 7,141

営業外収益合計 54,484 16,439

営業外費用   

支払利息 － 2,365

為替差損 895 1,004

投資事業組合運用損 6,568 6,778

支払手数料 3 6,270

その他 6 113

営業外費用合計 7,474 16,531

経常利益 1,031,956 425,580

特別損失   

公開買付関連費用 － ※２ 716,719

その他 0 25,500

特別損失合計 0 742,219

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損

失（△）
1,031,956 △316,639

法人税、住民税及び事業税 384,624 73,211

法人税等調整額 △43,927 △119,274

法人税等合計 340,697 △46,063

中間純利益又は中間純損失（△） 691,259 △270,575

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に

帰属する中間純損失（△）
691,259 △270,575
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年 7月 1日
　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年 7月 1日
　至　2025年12月31日)

中間純利益又は中間純損失（△） 691,259 △270,575

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,865 △5,084

その他の包括利益合計 5,865 △5,084

中間包括利益 697,124 △275,660

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 697,124 △275,660

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年 7月 1日
　至　2024年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　2025年 7月 1日
　至　2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純

損失（△）
1,031,956 △316,639

減価償却費 121,682 120,214

のれん償却額 65,538 76,591

賞与引当金の増減額（△は減少） 128,274 28,668

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 3,991 14,731

受注損失引当金の増減額（△は減少） － △6,130

受取利息及び受取配当金 △197 △2,478

支払利息 － 2,365

持分法による投資損益（△は益） △14,020 △1,920

投資事業組合運用損益（△は益） 6,568 6,778

公開買付関連費用 － 716,719

売上債権の増減額（△は増加） △221,878 △19,254

棚卸資産の増減額（△は増加） △2,018 △13,541

前払費用の増減額（△は増加） 85,984 △53,001

仕入債務の増減額（△は減少） 35,646 42,386

未払金の増減額（△は減少） △146,144 △88,515

未払費用の増減額（△は減少） △64,244 32,009

契約負債の増減額（△は減少） △16,079 38,999

その他 50,949 7,867

小計 1,066,010 585,848

利息及び配当金の受取額 197 2,478

利息の支払額 － △2,365

法人税等の支払額 △282,745 △324,635

公開買付関連費用の支払額 － △199,399

営業活動によるキャッシュ・フロー 783,462 61,926

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,867 △16,052

無形固定資産の取得による支出 △47,050 △57,583

投資有価証券の取得による支出 △100,720 △186,153

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
－ △317,558

差入保証金の差入による支出 － △166,098

投資活動によるキャッシュ・フロー △153,637 △743,446

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 － 520,000

長期借入金の返済による支出 － △20,091

自己株式の取得による支出 △27 －

配当金の支払額 △170,600 △167,130

その他 △3 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー △170,631 332,774

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 459,193 △348,744

現金及び現金同等物の期首残高 3,355,195 3,395,540

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
－ 182,279

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 3,814,388 ※ 3,229,074
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

　当中間連結会計期間より、重要性が増した株式会社BrainPad AAAを連結の範囲に含めております。また、当中間

連結会計期間より、新たに株式を取得した株式会社アクティブコアを連結の範囲に含めております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※1　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年 7月 1日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年 7月 1日
至　2025年12月31日）

給料及び手当 584,696千円 711,126千円

賞与引当金繰入額 227,321千円 170,607千円

 

※2　公開買付関連費用の内容は次のとおりであります。

富士通株式会社による当社株式に対する公開買付けが行われたことに伴い、当中間連結会計期間に発生し

たアドバイザリー費用、弁護士費用その他の諸費用716,719千円を特別損失に計上しております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年 7月 1日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年 7月 1日
至　2025年12月31日）

現金及び預金勘定 3,814,388千円 3,229,074千円

預入期間が3か月を超える定期預金 －千円 －千円

現金及び現金同等物 3,814,388千円 3,229,074千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年 7月 1日　至　2024年12月31日）

1. 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年 8月 9日

取締役会
普通株式 171,321 8 2024年 6月30日 2024年 9月27日 利益剰余金

 

2. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

3. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年 7月 1日　至　2025年12月31日）

1. 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年 8月26日

取締役会
普通株式 167,132 8 2025年 6月30日 2025年 9月11日 利益剰余金

 

2. 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

該当事項はありません。

 

3. 株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年 7月 1日　至　2024年12月31日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

中間連結損益

計算書計上額

(注)2
 

プロフェッショナル

サービス事業
プロダクト事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 4,167,474 1,683,720 5,851,194 － 5,851,194

セグメント間の内部売上高

又は振替高
300 － 300 △300 －

計 4,167,774 1,683,720 5,851,494 △300 5,851,194

セグメント利益 1,859,656 494,573 2,354,229 △1,369,283 984,946

　（注）1. セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用1,369,283千円が含まれており

ます。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社グループの営業部門、管理部門等における販売費及

び一般管理費であります。

　2. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年 7月 1日　至　2025年12月31日）

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

(注)1

中間連結損益

計算書計上額

(注)2
 

プロフェッショナル

サービス事業
プロダクト事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,996,781 1,870,421 5,867,203 － 5,867,203

セグメント間の内部売上高

又は振替高
4,800 － 4,800 △4,800 －

計 4,001,581 1,870,421 5,872,003 △4,800 5,867,203

セグメント利益 1,572,101 259,665 1,831,766 △1,406,093 425,672

　（注）1. セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用1,406,093千円が含まれており

ます。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない当社グループの営業部門、管理部門等における販売費及

び一般管理費であります。

　2. セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

2．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　当中間連結会計期間において、株式会社アクティブコアの株式を取得し、連結の範囲に含めたことによ

り、「プロダクト事業」において、のれんの金額が増加しております。当該事象によるのれんの増加額は、

当中間連結会計期間においては309,463千円であります。

　なお、のれんの金額は、当中間連結会計期間末において、取得原価の配分が完了していないため、暫定的

に算定された金額であります。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。

 

3．報告セグメントの変更等に関する事項

　当中間連結会計期間より、2025年7月1日付組織変更に伴い事業セグメントの区分方法を見直し、従来の

「プロフェッショナルサービス事業」の一部を「プロダクト事業」に変更しております。

　なお、前中間連結会計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき作成したものを記載しており

ます。

 

（金融商品関係）

当中間連結会計期間末（2025年12月31日）

長期借入金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比

べて著しい変動が認められます。なお、前連結会計年度末に該当するものはありません。

科目
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

長期借入金 551,577 543,935 △7,641

（注）１年以内に返済予定のものを含めております。
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（企業結合等関係）

（取得による企業結合）

当社は、2025年8月8日開催の取締役会において、株式会社アクティブコアの全株式を取得し連結子会社化する

ことを決議し、同日付で株式譲渡契約書を締結し、2025年10月1日に株式を取得いたしました。

 

（1）企業結合の概要

①被取得企業の名称およびその事業の内容

被取得企業の名称　株式会社アクティブコア

事業の内容　　　　マーケティング領域の IT サービスの提供など

 

②企業結合を行った主な理由

　当社は、現在進行中の中期経営計画（2024 年 6 月期～2026 年 6 月期の 3 年間）において、自社の

経営資源による既存事業の成長に加えて、テクノロジー企業との業務提携や M&A による非連続的な

成長を、事業戦略上の重要施策と位置付けてまいりました。

　このたび、アクティブコアが当社グループに参画することを通じて、当社グループが 2000 年代から

磨き上げてきた MarTech（マーテック、*1）と専門家によるプロフェッショナルサービスに、

アクティブコアが提供する BPaaS（Business Process as a Service、*2）という新たなサービス形態

を加え、データドリブンな“AI との共創によるマーケティング実行力”を提供してまいります。

 

（*1）MarTech（マーテック）とは、企業におけるマーケティング活動を支えるさまざまなソフト ウェアソ

リューションの総称。

（*2）BPaaS（Business Process as a Service）とは、SaaSやITツールを活用して業務を効率化し業務プロ

セスの全体を外部委託する新たなアウトソーシングサービスのこと。

 

③企業結合日

2025年10月1日

 

④企業結合の法的形式

現金を対価とした株式取得

 

⑤結合後企業の名称

変更はありません。

 

⑥取得した議決権比率

100％

 

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

 

（2）中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

2025年10月1日から2025年12月31日まで

 

（3）被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金　　520,000千円

取得原価 現金　　520,000千円

 

（4）主要な取得関連費用の内訳および金額

アドバイザリー費用等 6,270千円
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（5）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法および償却期間

①発生したのれんの金額

309,463千円

なお、のれんの金額は、当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に

算定された金額であります。

②発生原因

主に今後の事業展開により期待される将来の超過収益力であります。

③償却方法および償却期間

7年間にわたる均等償却

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年 7月 1日　至　2024年12月31日）

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

プロフェッショナルサー

ビス事業
プロダクト事業

コンサルティング/アナリティクス 2,513,821 － 2,513,821

エンジニアリング 1,653,652 － 1,653,652

プロダクト － 1,683,720 1,683,720

顧客との契約から生じる収益 4,167,474 1,683,720 5,851,194

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 4,167,474 1,683,720 5,851,194

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年 7月 1日　至　2025年12月31日）

   （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 

プロフェッショナルサー

ビス事業
プロダクト事業

コンサルティング/アナリティクス 2,452,754 － 2,452,754

エンジニアリング 1,544,027 － 1,544,027

プロダクト － 1,870,421 1,870,421

顧客との契約から生じる収益 3,996,781 1,870,421 5,867,203

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 3,996,781 1,870,421 5,867,203

（注）当中間連結会計期間より、2025年7月1日付組織変更に伴い事業セグメントの区分方法を見直し、従来の 「プロ

フェッショナルサービス事業」の一部を「プロダクト事業」に変更しております。

なお、前中間連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法に基づき作成したものを記載しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前中間連結会計期間
（自　2024年 7月 1日
至　2024年12月31日）

当中間連結会計期間
（自　2025年 7月 1日
至　2025年12月31日）

1株当たり中間純利益又は1株当たり中間

純損失（△）
 32円28銭 △12円95銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する中間純利益又

は親会社株主に帰属する中間純損失

（△）

（千円） 691,259 △270,575

普通株主に帰属しない金額 （千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属す

る中間純利益又は普通株式に係る親

会社株主に帰属する中間純損失

（△）

（千円） 691,259 △270,575

普通株式の期中平均株式数 （株） 21,414,855 20,895,549

（注）「潜在株式調整後1株当たり中間純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（株式併合並びに単元株式数の定めの廃止及び定款の一部変更）

　当社は、2025年10月30日開催の取締役会において、富士通株式会社（以下「公開買付者」といいます。）による

当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に

関して、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対し、本公開買付けへの応募を推奨することを決議

し、本公開買付けは、2025年10月31日から2025年12月15日まで実施され、公開買付者は、2025年12月22日（本公開

買付けの決済の開始日）をもって、当社株式18,044,811株を所有するに至りました。

　公開買付者は、本公開買付けにおいて、当社株式の全てを取得することができなかったことから、当社は、公開

買付者からの要請を受け、2026年1月27日付の当社取締役会において、2026年2月26日に臨時株主総会を開催し、本

臨時株主総会において株主の皆様のご承認をいただくことを条件として、当社株式2,787,398株を1株に併合する株

式併合、単元株式数の定めの廃止および定款の一部変更に関する議案を本臨時株主総会に付議することを決議いた

しました。

　本株式併合が予定通りに行われた場合、当社株式は株式会社東京証券取引所の上場廃止基準に従い、2026年2月

26日に整理銘柄に指定された後、2026年3月17日をもって上場廃止となる見込みです。なお、本株式併合の効力発

生日は2026年3月19日を予定しており、効力発生後における発行済株式総数は7株、効力発生日における発行可能株

式総数は28株となります。

　詳細につきましては、2026年1月27日公表の「株式併合、単元株式数の定めの廃止および定款の一部変更に関す

るお知らせ」をご覧ください。

 

（自己株式の消却）

　当社は、2026年1月27日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき自己株式の消却を行うことにつ

いて決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。

　なお、当該自己株式の消却は、2026年2月26日に開催予定の当社臨時株主総会において、本日付当社プレスリ

リース「株式併合、単元株式数の定めの廃止および定款の一部変更に関するお知らせ」に記載の2026年3月19日を

効力発生日とする株式併合に関する議案が原案どおり承認可決されることを条件としております。

 

1．消却する株式の種類

　当社普通株式

 

2．消却する株式の数

　1,468,388株（消却前の発行済株式の総数に対する割合6.58％）

 

3．消却予定日

　2026年3月18日
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２【その他】

　2025年8月26日開催の取締役会において、次のとおり2025年6月30日を基準日とする剰余金の配当を行うことを決

議いたしました。

（１）配当金の総額　　　　　　　　　167,132千円

（２）1株当たりの金額　　　　　1株当たり8円00銭

（３）効力発生日　　　　　　　　　2025年9月11日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 
 2026年 2月 13日
    

株式会社ブレインパッド   

取締役会 御中    

   
    

 

 有限責任監査法人トーマツ

 　　　東　京　事　務　所

    
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 広瀬　勉

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中井　雅佳

　

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ブレイ

ンパッドの2025年7月1日から2026年6月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年7月1日から2025年12月31

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ブレインパッド及び連結子会社の2025年12月31日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正

に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関す

る事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

EDINET提出書類

株式会社ブレインパッド(E25817)

半期報告書

24/25



・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中

間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適

切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事

項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場

合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上
 
 （注）1　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

2　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

株式会社ブレインパッド(E25817)

半期報告書

25/25


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１中間連結財務諸表
	（１）中間連結貸借対照表
	（２）中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書
	中間連結損益計算書
	中間連結包括利益計算書

	（３）中間連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

